
森林整備業務に係る競争入札実施要領 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、山梨県が発注する県内業者を対象とした森林整備業務に

係る競争入札に関して、必要な事項を定めるものとする。 

 

（一般競争入札対象業務） 

第２条 一般競争入札により実施する業務は、予定価格（消費税及び地方消費

税を含む）が１千万円以上の業務とする。 

 

（入札参加資格） 

第３条 入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加資格」という。）は、

建設工事等に係る競争入札に参加する者に必要な資格等（平成２４年山梨県

告示第４１３号）第４の資格認定を既に受けている者のうち、次の各号に掲

げるとおりとする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の

規定に該当しない者及び同条第２項の規定に基づき山梨県の入札参加の

制限を受けていない者であること。 

（２）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は

法人であってその役員が暴力団員でないこと。 

（３）山梨県内に本店を有すること。 

（４）雇用管理等状況調書の提出があった者であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立

て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開

始の申立てがなされた者については、当該手続開始の決定の後に山梨県建

設工事等入札参加資格に係る再認定取扱要領（平成１９年６月１９日付け

土総第１２９１号）により入札参加資格の再認定を受けた者であること。 

（６）公告の日以降に、山梨県物品購入等契約に係る指名停止等措置要領（平

成１０年４月１日施行）に基づく指名停止を受けている日が含まれている

者でないこと。 

（７）山梨県税、消費税及び地方消費税の滞納がない者であること。 

（８）電子認証(ＩＣカード)を取得している者であること。 

（９）その他契約担当者が特に必要と認める要件を満たしている者であること。 

 



（一般競争入札公告） 

第４条 契約担当者 は、地方自治法施行令第１６７条の６第１項の規定に基づ

き、必要な事項を公告するものとする。 

２ 入札公告は、山梨県公共事業ポータルサイト（以下「ポータルサイト」と

いう。）の「情報公開サービス」中、「入札公告」に掲載する。 

 

（一般競争入札参加資格申請等） 

第５条 契約担当者 は、一般競争入札に参加しようとする者の入札参加資格を

確認するため、入札参加希望業者から所定の期限までに入札参加資格確認申

請及び入札参加資格確認資料等の提出を電子入札システムにより求めること

とし、その旨を公告において明らかにする。 

 

（一般競争入札参加資格の確認） 

第６条 一般競争入札参加資格の確認は、開札後において実施する。ただし、

入札を行った者のうち、予定価格の制限の範囲内の価格を入札した者のうち、

上位３者のみを確認するものとする。 

２ 確認の結果、入札参加資格が無いと認められた者には、ポータルサイトの

「情報公開サービス」中、「入札結果」にその理由を付して公開する。 

 

（苦情申し立て） 

第７条 森林整備業務における入札・契約の過程に係る苦情処理の手続に関す

る要領（平成２５年３月２２日付け森環総第２５２２号）に該当する場合に

は、契約担当者に対して詳細な説明を求めることができるものとする。 

 

（入札保証金及び契約保証金） 

第８条 入札保証金は、山梨県財務規則（昭和３９年山梨県規則第１１号。以

下「財務規則」という。）第１０８条によるものとし、同規則第１０８条の

２に該当する者はこれを免除するものとする。 

２ 契約保証金は、財務規則第１０９条によるものとし、同規則第１０９条の

２に該当する者はこれを免除するものとする。 

 

（一般競争入札の無効） 

第９条 公告に掲げた入札参加資格のない者のした入札、申請書又は資料に虚

偽の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効

とする。 

 



（契約の確定） 

第１０条 契約は、契約担当者と落札者の双方が契約書に記名押印したときに

確定する。 

２ 一般競争入札において、落札者が契約締結までの間に対象業務の入札公告に

掲げた入札参加資格を一つでも満たさなくなった場合は、契約を締結しない。

また、この場合において、県は損害賠償の責めを負わないものとし、その旨

を公告において明らかにする。 

 

（補則） 

第１１条 この要領に定めがない事項については、山梨県電子入札運用基準（平

成１９年１月１０日付け土総第２５０３号）及び関係諸規程の定めるところ

による。 

 

 

附則 

 この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

附則 

 この要領は、平成２５年５月２１日より施行する。 


